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平成２７年度予算見積り要領等 

 

 

《１》予算編成上の主な留意点 
 

 １．年間総予算の編成 

    予算は、経常及び政策的経費など一年度間のあらゆる事務事業を盛り込んだ

総予算として編成するものであるため、本市の厳しい財政状況を考慮し、現実

的な積算により予算を編成すること。従って、その積算に当たっては、詳細な

情報により見込むとともに、厳格に精査すること。 

また、国府の補助対象事業であっても、本市の一般財源を伴うものについて

は、事業効果が高いものを厳選するとともに、将来の維持管理経費等が必要と

なるものについては、他の事務事業との優先度も含め総合的に検討した上で、

予算要求すること。 
 

 ２．歳出規模（一般財源ベース）の抑制 

    平成２７年度から普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額の合併特例措置

の逓減が始まることから、将来的な財源状況等を勘案した歳出規模（一般財源

ベース）の抑制が必須となることに留意すること。 

なお、平成２７年度一般会計予算での普通建設事業としては、庁舎再配置、

かぶと山及び砂浜海岸遊歩道等整備、中学校施設への空調整備、内水処理対策

をはじめ、地区要望事業にも積極的に取り組む必要があることにも留意するこ

と。 
 

 ３．消費税率引上げへの対応 

    平成２７年１０月から消費税率が現在の８％から１０％へ引き上げられる予

定のため、単純には、歳出予算がその分増加することとなるが、財源には限り

があるため、事務事業のスクラップを積極的に実施することで、その増加分に

対応しなければならないことに留意すること。 

    なお、消費税等１０％への引上げに際し、経済的・社会的弱者への必要な支

援にも留意すること。 
 

 ４．総合計画、行財政改革推進計画等各種計画との整合 

(1) 平成２７年度は、現在、策定中である京丹後市第２次総合計画及び第３次

行財政改革推進計画の初年度となることから、各計画に整合する事務事業

の執行が必要となるため、各計画の策定状況も勘案しながら、適切に予算

を編成すること。 
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(2) 第２次行財政改革大綱で掲げた「歳出抑制の道標」を確実に達成するため、

各所管部局で掲げた抑制項目については、確実に実施すること。 

(3) 「補助金等に関する基本方針」（平成 24 年 9 月策定）に基づく「個別補助

金等見直し方針」に沿って、平成２７年度予算に既存補助金等の見直しを

確実に反映すること。 

(4) 「公共施設の見直し方針」（平成 24 年 9 月策定）に基づく「公共施設見直

し計画」に沿って、平成２７年度に予算反映可能なものは、適切に対応す

ること。なお、個々の施設の見直し実施年度に向けて、確実に見直しが図

れるよう必要な措置を講じること。 

(5) 各種計画に掲げた内容との整合性を確保することは重要であるが、他の施

策や本市の財源状況等を総合的に分析し、事業の優先順位を考慮した上で、

平成２７年度の所要額を適切に見込み予算計上すること。 
 

 ５．市長マニフェスト・議会答弁等に係る課題への取組み 

(1) 中山市政３期目の最終年度であることから、市長マニフェストに掲げられ

た各項目の取り組み状況を再点検し、未実施の項目については、平成２７

年度に実施可能なものについて、その仕組みづくりも精査した上で予算を

見積もること。 

(2) 議会答弁等で「検討する」、「見直す」等とした項目について、点検を行う

とともに、実現可能性を精査した上で、予算を見積もること。 
 

６．「市民施策提言」の予算化に向けた精査・検討 

生活現場のニーズを踏まえた市民との協働による市政運営を一層推進するた

め、創造的、建設的な施策提言を募集する（仮称）「“市民施策提言”受付集中

月間」の取組を実施することとしている。 

市民から寄せられた施策提言は、担当部局で精査・検討を行い、平成２７年

度から実施すべきものについては、積極的に予算化を検討することとしている

ため、適切に対応すること。 
 

７．「ゼロ予算」での積極的な事業実施 

厳しい財政状況の中、予算措置を伴わない施策実施の重要性が高まる中、職

員の知恵と工夫による「ゼロ予算」事業を積極的に検討し、本市の地域活性化

等を推進すること。 

    ※「ゼロ予算」とは職員の知恵と工夫により個別の予算積算を伴わないもの。 
 

 ８．予算編成過程の公開等 

(1) 平成２７年度予算編成についても、その編成過程を市ＨＰで公開し、財政
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の透明性を確保するものとしていること。 

(2) 平成２７年度予算編成では、引き続き各部等の要求のポイント（重点項目）

を市ＨＰで公開することとしているで、各部局で整理しておくこと。 

(3) 予算は「市民のため」のものであり、市民の皆さんからの大切な税金等を

財源とした予算のため、各事務事業については、必要性及び効果を明確に

説明できることが必要である。従って、ゼロベースで事務事業の必要性及

び効果が説明できるもののみ、予算を見積もること。 

 

 ≪参考≫合併特例措置の内訳等 

①合併特例事業債 

    ・平成３１年度まで発行可能 

     （充当率：95％、普通交付税算入率：元利償還金の 70％） 

        

②普通交付税の合併算定替え 

・平成２７年度から平成３２年度までの６年間で順次逓減し、平成３２年度で特例分

はゼロとなる。 

【試算】Ｈ26 普通交付税額に支所分を加味し試算した場合     （単位：千円） 

年度 合併算定替額 一本算定額 算定替特例分 縮減率 対前年度増減額 

H26 13,660,038 10,784,572 2,875,466 0.0  

H27 13,412,491 11,184,572 2,227,919 0.1 △247,547 

H28 13,037,398 11,584,572 1,452,826 0.3 △375,093 

H29 12,622,305 11,584,572 1,037,733 0.5 △415,093 

H30 12,207,212 11,584,572 622,640 0.7 △415,093 

H31 11,792,119 11,584,572 207,547 0.9 △415,093 

H32 11,584,572 11,584,572 0 1.0 △207,547 

       ※各年度の合併算定替額と一本算定額の差額に削減率を乗じた額が減額となる。 

       ※平成 32 年度までの削減累計（純減）額：約 84 億円 
 

   ③臨時財政対策債発行可能額の合併算定替え 

    ・普通交付税と同様に平成２７年度から平成３２年度までの６年間で順次逓減し、平

成３２年度で特例分はゼロとなる。 

    【試算】Ｈ26 臨時財政対策債発行可能額をＨ27 以降同額とした場合 （単位：千円） 

年度 合併算定替額 一本算定額 算定替特例分 縮減率 対前年度増減額 

H26 1,258,028 1,131,671 126,357 0.0  

H27 1,245,392 1,131,671 113,721 0.1 △12,636 

H28 1,220,121 1,131,671 88,450 0.3 △25,271 

H29 1,194,850 1,131,671 63,179 0.5 △25,271 

H30 1,169,578 1,131,671 37,907 0.7 △25,272 

H31 1,144,307 1,131,671 12,636 0.9 △25,271 

H32 1,131,671 1,131,671 0 1.0 △12,636 

       ※平成 32 年度までの削減累計（純減）額：約 4.4 億円 
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《２》特別調書等の作成 

  

１．「平成２７年度一般会計予算部局別要求ポイント」の作成 

当初予算編成において、各部局の一般会計歳出予算の要求ベースでの新規・

拡充等の施策を中心とした資料を作成し、市ＨＰで公開するため、「平成２７年

度一般会計予算部局別要求ポイント」（様式Ａ）資料を作成すること。 

    この資料は、市民に向けに各部局の要求ポイントを公開し、平成２７年度に

京丹後市がどのような施策を検討しているのかなど、編成過程の透明性を高め

ようとすることを目的に作成するものとしているが、その記載内容については、

各部局で責任を持つこと。（要求責任の厳格化） 

      ＜資料作成上の留意点＞ 

       ・新規及び拡充項目を中心とするが、継続事業であっても、各部局が

ポイントとして位置付けているものは、積極的に記載すること。 

       ・細事業に捉われることなく、類似項目を集合させることも有効。 

       ・掲載項目数は制限しないが、各部局で厳選すること。 

       ・記載項目については、財源及び前年度予算額を記入するとともに、

その概要の説明が必要となること。 

       ・掲載順は、可能な限り各部局の優先順位によること。 

 

 ２．「歳出予算事務事業縮小・廃止等調書」の作成 

    平成２７年度一般会計予算編成においては、普通交付税等の合併算定替の縮

減もあり、既存の事務事業のスクラップ等により財源を確保する必要があるた

め、課ごとの「歳出予算事務事業縮小・廃止等調書」（様式Ｂ）を作成すること。 

      ＜作成対象＞ 

        平成２６年度現計予算（施策）と比較し、平成２７年度予算で次の

事項に該当するもの。ただし、隔年実施など定期的なものは除く。 

         ①縮小…平成２６年度に比べ制度縮小するもの 

※対象者数減等による予算見積額の単純な縮小分は除く。 

         ②廃止…平成２７年度から廃止するもの 

         ③統合…別々の制度を平成２７年度から整理統合するもの 

 

３．「政策・事業等説明資料」の作成 

    新規及び拡充施策を予算要求する場合は、議会基本条例に基づく「政策・事

業等説明資料」（様式Ｃ）を作成すること。なお、予算（案）確定後、議会提出

するものは、財政課で選定し該当部局へ改めて作成依頼する予定であること。 
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《３》全般的な留意事項 

 

国の予算編成の動向及び京都府の予算編成方針等については、不透明な状況であ

るが、予算見積書提出期日までの最新情報により予算を見積ること。 

なお、予算見積書提出後であっても、国府の動向等が明らかになった時点で、可

能な限りその情報に基づいた予算（見積り）となるよう必要な修正等を加え、予算

編成に反映させること。 

 

 （１）見積り等に当たっての留意事項 

   ① 年度を通じた年間総予算を編成するため、補正での予算追加を想定した予

算見積りは、厳に慎むこと。 

   ② 一般財源には限度があり、平成２７年度の市税収入についても景気低迷下

にあることから、平成２６年度よりもさらに厳しくなる見通しのため、既存

事業の廃止や縮小を積極的に行うとともに、新規や拡充する場合も市の財源

状況を踏まえ、慎重に検討すること。 

③ 平成２７年１０月より消費税率が１０％へ引き上げられる予定であり、市

の財政状況は一層厳しさを増すものと想定していることから、原則、事務事

業のスクラップ等により消費税率変更分を吸収できるようにすること。 

④ 細事業ベースの予算見積額が前年度当初予算額を上回る場合は、歳出予算

事業別見積書（様式 2）に超過理由若しくは所管課の考え方を記載すること。

ただし、超過理由が消費税の増加分のみの場合は、記載省略できること。 

   ⑤ 複数所属に関係する施策については、効果的かつ効率的に事業執行するた

め、事前に関係所属間で十分な協議・調整をしておくこと。なお、調整が不

十分な施策については、予算化は困難であると認識すること。 

   ⑦ 地区要望事業については、本庁部局と市民局、更には本庁部局間において

も、十分に事前調整を行うとともに、本市の財政状況を勘案し、緊急性並び

に事業効果の高いものを厳選し予算を見積ること。なお、地区要望事業を予

算見積りする場合は、歳出予算積算書（様式 3）の細節等の積算欄に『地区要

望』と明記すること。また、地区要望事業のうち「地域協働型小規模公共事

業」扱いとなるものについては、その旨も明記すること。 

   ⑧ 平成２５年度決算までの行政評価結果を踏まえつつ、平成２６年度での事務事

業の内容・実施方法等を再点検した上で予算を見積ること。 

   ⑨ 行政が真に責任を持つべき分野を的確に見極め、その必要性、緊急性の検

討及び施策水準の適正化に努めること。また、適用範囲等を拡大する場合に

ついては、市の財政負担との受益の関係等を十分に検討した上で予算を見積

ること。 

   ⑩ 国府の補助事業等の削減（縮小）は、財政状況の悪化又はそれに基づく行
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財政改革によるものと考えられるため、安易に本市の一般財源で補てんし、

制度継続することがないようにすること。なお、制度継続しなければならな

いものについては、国府支出金の削減（縮小）相当額分を、他の事務事業の

廃止又は縮小により財源を捻出すること。この場合、財源の捻出方法を明記

すること。 

   ⑪ 歳入の見積りにあたっては、あらゆる資料（情報）により的確に数値を把

握した上で最大限の財源確保に努めるものとするが、過大見積りとならない

ようにすること。 

    

（２）関係団体等への要請・指導等 

   ① 補助金等を支出している団体等については、「補助金等に関する基本方針」

に基づく「個別補助金等見直し方針」に沿って見直しを行うこと。この場合、

関係団体等への説明等は丁寧かつ十分に行っておくこと。 

   ② 補助金等を支出している団体等については、市の取り組みに準じた経費節

減、事務事業の整理・合理化、団体等の自主財源確保の要請、団体等の活動

状況や財政状況を客観的に分析把握し、行政として税金を投入して支援すべ

き団体等であるか否かの判断は常に求められるとともに、その説明責任も所

管部局にあることを念頭に置き、予算を見積ること。 

   ③ 過去の補助金等の支出実績（予算計上額又は決算額）を根拠とするような

安易な予算見積りは、原則、認めないものであること。 

 

（３）市民等への説明責任の確保 

   ① 予算計上するものについては、歳入歳出ともに、議会や市民への説明責任

を果たす必要があることに留意すること。 

   ② 特に歳出予算については、その必要性・費用対効果等を検討するとともに、

その根拠となる数値や見込みの正確性及び妥当性を検証するなど、細かい部

分に至るまで説明できるようにしておくこと。（修繕、備品等総額要求をする

ものを除く。） 

 

（４）市民局予算に関する事項 

      本庁と市民局の予算については、本庁部局と各市民局で十分に調整した上

で本庁部局が一括して予算見積書を作成すること。なお、歳出の細事業全体

が、一つの市民局となる場合のみ、当該市民局で予算見積書を作成すること。 

     ※本庁機能を有する所属は、市民局へ要望照会及び内容聴取等を予算見積

書提出時までに実施し、意見調整を実施するとともに、市民局間で取り

扱いの相違が生じないように調整すること。（普通建設事業費を除く。） 

     ※本庁部課と市民局との連携を深め、可能な限りの情報共有を図ること。 
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《４》歳入に関する事項 

    

歳入の見積りについては、法令等その他の根拠及び積算の基礎を明確にし、その

算定に当たっては、対象、数量及び補助率等を十分に検討するとともに、過去の実

績等も勘案し適正な財源の確保に努めること。なお、過大見積りとならないよう慎

重に積算すること。 

（１）市税 

   ① 景気や経済情勢の推移及び税制改正の動向を的確に反映し、課税客体の正

確な捕捉と適正な課税に努めるとともに、市内産業の状況を勘案した見込額

を計上すること。 

   ② 固定資産税については、課税客体の正確な捕捉と適正な課税に努めるとと

もに、家屋の新増築や企業投資の動向等を勘案した見込額を計上すること。 

   ③ 市たばこ税については、直近の状況を的確に捉え、過大見積りとならない

ように積算すること。 

   ④ 入湯税については、納税義務者からの申告に基づくものであるが、必要に

応じて調査を実施するなど、その適正性を確保すること。 

   ⑤ 引き続き適正な賦課、徴収に努めるとともに、未収金については京都地方

税機構との連携強化や徴収率の目標設定などにより、税負担の公平性を確保

すること。 

 

（２）地方譲与税、地方交付税等 

   ① 地方財政対策等の国の情報を的確に捉えるとともに、制度改正等に十分留

意し、過大とならないように見積ること。 

   ② 本市最大の財源である地方交付税については、最新の情報に基づき、予算

割れが生じない確実な額で見積ること。 

 

（３）分担金及び負担金 

   ① 特定事業の経費に充てるため、その受益の範囲内で徴収するものであり、

法令等にも十分留意し公平性を欠くことのないよう適正な負担を求めるとと

もに、減免措置を講じる場合は、明確な基準に基づくなど適正に見積ること。 

   ② 制度（基準）変更により、予算見積額が増減する場合は、変更内容が確認

できる資料を必ず添付すること。 

   ③ 未収金については、管財・収納課とも連携し徴収努力を最大限に行い、必

要に応じて滞納処分を行うなど、その解消に努めること。 

 

 （４）使用料及び手数料 

① 使用料及び手数料については、現在、見直し作業中であるが、現行制度に
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基づき予算を見積もること。 

※見直しの結果、変更する必要があるものは、別途連絡する予定としてい

ること。 

② 近年の利用（申請）状況等を的確に分析し、適切に予算を見積ること。 

   ③ 施設の目的外の使用料については、行政財産使用料条例に基づき適正な積

算により予算を見積ること。その際、把握漏れ等が無いように十分に点検す

ること。 

④ 未収金については、管財・収納課とも連携し、必要に応じて支払督促等行

うなど徴収努力を最大限に行い、その解消に努めること。 

 

（５）国・府支出金 

   ① 国・府の予算編成の状況、制度改正、一般財源化等の動向に留意するとと

もに、情報収集を積極的に行うなど、対象経費、補助（負担）率、基準単価

等を的確に把握し、過大とならないよう確実な額で見積ること。なお、消費

税率の変更に伴い基準（単価）等が改正される場合もあるため、特に留意す

ること。 

   ② 国府の財源措置があるものであっても、市の一般財源を伴う事務事業につ

いては、その必要性及び事業効果等を十分に検証した上で、予算を見積るこ

と。 

   ③ 国府の委託事業については、市が主体的に実施する事業ではないため、一

般財源を追加した予算見積りは、厳に慎むこと。 

   ④ 国の再編交付金（再編交付金事業基金繰入金を含む。）については、企画総

務部総務課（基地対策室）で関係課調整を行った上で、予算見積りすること。 

   ⑤ 京都府の「未来づくり交付金」を財源とした歳出の事務事業の予算見積り

は厳に慎むこと。なお、既存の府補助制度が廃止された場合、未来づくり交

付金での代替は困難であることにも、留意すること。 

 

（６）財産収入 

   ① 財産管理の適正化と運用の合理化に努め、価格、料率等については、適宜、

検討を加えるとともに、従来実績も勘案し、適正な積算により見積ること。 

   ② 土地及び建物の財産貸付収入については、貸付期間、貸付料等を明記した

一覧表を作成するなど正確な把握に努め、積算漏れがないようにすること。 

   ③ ブロードバンドネットワーク運営（IRU 契約）に係る情報通信施設貸付収入

については、契約戸数等を的確に把握し、過大見積りとならないようにする

こと。 

   ④ 市有財産活用推進本部の方針に基づき、遊休土地・不用物品等を積極的に

売却するとともに、過去の売却実績等も勘案し、適切に予算を見積ること。 
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（７）寄附金 

     「ふるさと応援寄附金」のみを科目取りとして、一定額を予算計上する予

定としているが、積極的な周知を図り、その増収確保に努めること。 

 

（８）諸収入 

   ① 貸付金元金収入については、返済表等により平成２７年度に収入すべき額

を正確に把握するとともに、過去の収入実績等も勘案し適正な数値で予算見

積りすること。なお、未収金については、管財・収納課とも連携し、その徴

収努力を最大限に行い、その解消に努めること。 

   ② 雑入等は、従来の実績等を勘案し、確実な収入見込額で予算を見積ること。 

   ③ 把握漏れがないように十分に点検し、慎重に予算を見積ること。 

   ④ 延長保育料、幼稚園での預かり保育料等、人数と単価を基本とするものに

ついては、対象者を的確に把握した上で、予算を見積ること。 

   ⑤ 保育所給食費など消費税率の変更に伴い支出増加に関係するものについて

は、適切な金額を算定し、予算を見積もること。 

 

（９）市債 

   ① 市債発行は、今後の財政を圧迫する要因ともなるため、事業の緊急度、事

業効果等を十分に検討するとともに、適債性の有無についても慎重に見極め

ること。 

   ② 地方交付税措置のある有利な市債を中心に活用すること。 

   ③ 市債は、事業執行上の財源であることから国府補助金等と同様に、事業担

当課で予算を見積ること。なお、必要に応じて財政課と事前協議をすること。 

   ④ 過疎対策事業債（ソフト分）は、事業所管課では見積もる必要はないこと。 

   ⑤ 市債を財源とした事業は、国府等の市債検査の対象となるので、単独事業

であっても、原則、国庫補助事業に準じた手続き（書類）が必要であること

に留意すること。 

 

 

《５》歳出に関する事項 

    

   歳出予算の見積りについては、厳しい財政状況下にあるため、重要性・緊急性

が高く、かつ、行政目的及び事業効果を十分に検証し、真に必要な項目のみにつ

いて、必要最小限の予算見積りを行うとともに、継続事業であっても、その効果

等を検証し、見直す必要があることを十分認識すること。また、これまでの予算

積算、執行状況を点検した上での予算編成作業を大前提としているため、安易か

つ機械的な予算見積りは、厳に慎むこと。 
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平成２７年１０月から消費税率が１０％に変更されることを前提に、その経過

措置等も含め適切な予算積算を行うとともに、当初予算編成時の積算誤りや数値

把握誤り等を原因とした補正予算での追加は認められないことに留意すること。 

   歳出予算積算書（様式 3）については、消費税率の変更もあるため、別添の単価

表による積算分を除き、原則、「外税積算」とすること。 

 

 

 （１）人件費（報酬、給料、職員手当等、非常勤特別職に係る共済費） 

   ① 各種委員・顧問報酬 

    ア 現行の報酬（単価）額で見積ることとするが、単価改正が必要となる場

合及び新たに非常勤特別職等を設置しようとする場合は、事前に人事課と

協議するとともに、その必要性を明記すること。 

    イ 条例制定等が必要となる場合は、予算見積書の提出に合わせ、その例規

（案）も提出すること。 

    ウ 委嘱（任命）期間等があるものは、歳出予算事業別積算書（様式 3）にそ

の期間を明記するとともに、可能な限り委員名簿を提出すること。 

    エ 一定の役割を終えたものについては、安易に継続せず廃止すること。 

 

   ② 職員給与費 

    ア 年度末の退職及び新規採用予定人数を加味し積算すること。 

    イ 超過勤務時間の縮減のため、事務事業の縮小をはじめ、事務事業の実施

体制の検討や課内の事務分掌の見直しのほか、必要に応じて人員配置も検

討するなど、平成２７年度の事務事業の実施体制を見込して予算を見積る

こと。 

    ウ 選挙及び指定統計費などの時間外勤務手当等については、過去の実績（人

数、時間）を考慮し、必要最小限の見積りとすること。 

    エ 企業会計・特別会計分の職員人件費は、人事課資料により予算計上する

こと。（後日、別途送付） 

 

   ③ 常勤特別職人件費及び議員人件費 

     議員及び市長等特別職については、定数により積算すること。 

 

 （２）物件費（賃金、報償物品、旅費、需用費、役務費（保険料を除く）、委託料、

使用賃借料、備品購入、臨時職員等の共済費） 

 

      ①労働者派遣会社を活用した労働者派遣又は業務委託 

    ア 労働者派遣については、適正な業務内容等で予算を見積ることとし、必

要に応じて行財政改革推進課と事前調整すること。 
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    イ 労働者派遣単価は、「労働者派遣単価表」により積算すること。 

    ウ 新たな労働者派遣、新たな業務委託（アウトソーシング）する場合は、

行財政改革推進課と事前に協議すること。なお、新たな業務委託について

は、その効果（額）が説明できるようにしておくこと。 

 

   ②臨時職員賃金等 

    ア 臨時職員に係る社会保険料、雇用保険料については、その勤務体制等を

十分に想定し、積算漏れがないよう十分に注意すること。なお、市業務の

事務補助については、原則、労働者派遣によることとしていることから、

臨時職員の任用については、労働者派遣では業務遂行が困難なものに限定

されるため、その理由を予算積算書に必ず記載すること。（保育士、スクー

ルサポーター、レセプト点検は除く。） 

    イ 「臨時的任用職員等の予算要求上の留意事項」を参照し、現行の賃金単

価で積算すること。また、「臨時職員等予算要求一覧表」（様式 6）を作成の

うえ、併せて提出すること。 

       ※賃金単価が変更となる場合は、別途、連絡予定。 

    ウ 臨時職員賃金の予算配当は人事課となるが、その見積りについては、任

用担当課（原課）で予算見積書を作成すること。 

 

   ③旅費 

    ア 出張については、「公務出張に係るＫＴＲ利用促進について」（H23.5.30

副市長通知）に従い、原則、ＫＴＲ（鉄道）を利用するものとして予算を

見積ること。なお、公用車利用は、同通知に列記されているもののみとし

ていること。 

    イ 同一目的の出張については、必要最小限の人数とし、職場内研修の活用

により、情報の共有を図る等調整し、安易に多人数の出張としないこと。 

    ウ 全国規模の大会等への参加は、特別事情がない限り、認めないこと。 

    エ 民間会社等主催の有償の研修会等へは、京都府からの事務移管等による

新たな事務に対応する場合に限るものとすること。 

    オ 先進地視察を計画する場合は、その視察先選定理由、人数、時期、並び

に必要性を明確にし、予算を見積ること。 

    カ 各種団体の研修への随行については、市としての必要性等を十分に検討

し、必要最小限で積算すること。（お付き合い的な随行は厳に慎むこと。） 

    キ 非常勤特別職等の参集に係る費用弁償については、その回数等を想定し

計上漏れがないようにすること。 

    ク 講師等の旅費（実費弁償分）についても、所得税の課税対象となること

から、報償金（謝金等）に含めた予算執行としているため、科目間違いの

無いようにすること。 
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   ④報償物品 

    ア 具体的な品目及び数量を想定するとともに、過去の実績等も勘案した上

で、予算を見積ること。 

    イ 敬老祝品及び成人式を除き、行事等において参加者等へ記念品等を一律

配付するものについては、廃止すること。 

 

   ⑤需用費 

    ア 消耗品費 

     ・総額要求は慎み、積算根拠のある予算見積りとすること。 

     ・追録、定期刊行物、新聞等の購読を再点検し、活用度合も考慮し、必要

性の低いものは解約すること。また、同一冊子を複数部購読しているも

のは、可能な限り部数の削減に努めること。 

     ・プリンタートナー及びコピー用紙等については、過去の実績を勘案し、

積算すること。また、カラーコピーについては、その抑制に努めること。 

※内部協議資料や手持ち資料のカラー印刷は、厳に慎むこと。 

    イ 燃料費 

     ・施設等の実績を十分勘案した上で、「燃料費等予算単価表」により予算を

見積ることとするが、過大積算は避けること。 

     ・他庁舎又は各公用車の所管会計以外の業務で公用車で長距離運行した場

合の燃料代については、原則、使用所管部局（会計）で負担すること。 

     ・実行委員会等が主催するイベント等で公用車を活用する場合は、燃料費

は実行委員会経費で支出すること。 

    ウ 食糧費 

     ・公費支出は、来客者用、会議用、災害対応用のみとしていること。 

    エ 印刷製本費 

     ・印刷機の活用や広報紙等の周知媒体を活用し、経費削減に努めること。 

     ・書籍、パンフレット等を発行する場合、目的、部数、時期等を明確にす

るとともに、必要最小限の部数とすること。 

     ・定期的な発行をするものについては、発行回数や印刷ページ数の増加は、

厳に慎むこと。 

    オ 光熱水費 

     ・過去の使用料実績等を十分に把握するとともに、上下水道使用料金の変

更等に伴う増加額も的確に反映し、予算を見積ること。 

     ・施設については、年間の維持管理の実績が把握できる「施設の維持管理

経費一覧表」（様式 4）を必ず作成し、提出すること。 

    カ 修繕料 

     ・施設の維持修繕費については、その必要度、緊急性を調査・検討し、優
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先順位による年次計画を策定するなど、計画的に行うこと。 

     ・学校、保育所などの外部施設の修繕料の予算積算については、毎年度「総

額査定」としている状況を鑑み、また、事務及び民間事業者の労力軽減

を図る必要もあるため、業者への見積書徴取については、原則、控える

こと。 

    ・限りのある財源の中、これまでの予算・決算額を参考に現実的な数値で

予算を見積ること。 

     ・指定管理施設（地区集会施設等を除く）の修繕については、一定額を超

える場合は市が行うこととなっているため、所要額を適切に見積ること。

その場合、指定管理者からの要望内容が確認できる資料を提出すること。 

     ・公用車については、車検時期等を確認するとともに、車両の状況を把握

し、適切に予算を見積ること。 

     ・公用車による事故が多発しているため、安全な運行に心掛けること。な

お、他課所管の公用車で事故が発生した場合の修繕費（賠償金含む）は、

原則、公用車使用課で賄うこと。 

 

   ⑥ 役務費（保険料を除く） 

    ア 通信運搬費は、実績を勘案し適切に見積ること。 

    イ 各種手数料は、的確に対象を把握し、積算漏れのないようにすること。

また、新聞折込料については、市広報媒体（おしらせ版、防災行政無線、

ＣＡＴＶ、市ホームページ）での対応では明らかに不足すると考えられる

もののみ予算を見積ること。 

 

   ⑦ 委託料 

    ア 委託内容について、参考見積りを徴するなど詳細な内訳による額の根拠

を把握した上で、十分に精査・検討し、予算を見積ること。 

    イ 同一の業務内容であっても、受託業者により大きな価格差が発生してい

る場合があるため、業者の統一などを積極的に実施し、経費節減に努める

こと。 

    ウ 同一の業務内容にもかかわらず、前年度に比べ予算見積額が大きく増減

する場合は、その増減理由を記載すること。 

    エ 指定管理委託料については、消費税率の変更等も含め、その取扱いにつ

いて特に留意すること。 

    オ 市有バスの運転委託単価については、「運転委託業務単価表」により予算

を見積ること。 

     

   ⑧ 使用料及び賃借料 

    ア 民有地を借り上げについては、費用対効果を検証し、効果が低いものに
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ついては、積極的に返還すること。 

    イ コピー機等のリース料は、庁舎については総務課の指示により、外部施

設については所管課で積算することとするが、機能アップは慎むこと。 

    ウ 契約期間満了に伴う機種更新は安易に行わず、使用に支障がないもので

あれば再リース等の措置を講ずること。また、業者・機種の統一化も積極

的に行い、経費節減に努めること。 

    エ 自動車借上料を計上する場合、観光バス、マイクロバス（レンタカー）

などその借上車両の種別が特定できるようにしておくこと。 

    オ 有料道路通行料については、旅費積算等との整合性も確保すること。 

    カ 公用車のリースによる増車は、認めないものであること。また、リース

車両を配置している場合は、そのリース期間を明記すること。 

    キ イベント・式典等で使用する物品については、市で所有しているものを

最大限に活用し、安易にリース等により調達しないこと。 

    

   ⑨ 備品購入費 

    ア 庁用備品等の新規購入については、故障等により業務執行に支障がある

もの以外は、原則、認めない。また、備品の故障による取替え（買換え）

を予定している場合は、本節で計上すること。（需用費の修繕料での計上は

不可） 

    イ 教育備品、保育備品、給食備品など経常的な備品購入については、前年

度の当初予算額を参考に、現実的な数値で見積ること。また、毎年度の

予算査定で「総額査定」となっている科目については、業者への見積書

徴取は、原則、控えること。 

 

   ⑩ その他 

    ア 公共施設の見直し 

     ・「公共施設の見直し方針」に基づく「公共施設見直し計画」が確実に実施

できるように関係団体等と十分に調整すること。 

     ・平成２７年度予算で反映すべきものは、歳出予算事業別積算書にその旨

を明記すること。また、平成２８年度以降で反映することとしているも

のは、その反映（予定）年度を記載すること。 

    イ 公用車 

     ・車両管理所管課は、必ず「公用車経費一覧表」（様式 5）を作成すること。 

・更新は、原則、次の三要件を全て満たすものとしているが、その必要性、

緊急性などを総合的に判断し、更新を決定する予定であること。なお、軽

自動車購入の予算要求をする場合は、原則、箱バンタイプの商用車とする

こと。 
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  【更新要件】 

       ・初年度登録から 15 年以上経過した車両 

       ・走行距離が 10 万ｋｍを超えた車両 

       ・走行時の安全性に不安がある又は多額の修理経費が見込まれる車両 

         ※「多額」→概ね 30 万円以上（大型及び特殊車両を除く。） 

    ウ システム更新等 

     ・システム更新（機器更新含む）等を検討する場合は、事前に情報政策課

と協議し、現状分析、必要性、費用対効果、今後の維持管理費等を十分

に検証するとともに、他市の更新状況等も把握し、適正な額で予算を見

積ること。 

     ・他団体との共同開発システムであっても、上記事項を十分に検証すると

ともに、負担割合についても十分に検討し予算を見積ること。 

    エ 長期継続契約分 

     ・長期継続契約に基づくものは、予算積算書に『長期継続』である旨を明

記するとともに、消費税率変更に伴う経過措置に留意し、適切な額で予

算を積算すること。 

 

 （３）維持補修費 

   ① 施設関係 

    ア 施設の点検等により現状を把握した上で、緊急度・優先度等を勘案して

計画的な修繕に努め、予算を見積ること。また、今後の施設の活用計画（統

廃合含む。）も検討すること。 

   ② 農林土木等道路（除雪経費を含む）・河川関係 

    ア 地区要望箇所の優先度を考慮し、適切に予算を見積もること。 

    イ 除雪経費の積算については、年度途中で積算基礎（単価）が変更となら

ないように慎重に見積ること。 

 

 （４）扶助費 

   ① 対象者数や国府の動向等を的確に把握するとともに、その内容、効果の検

証を十分に行い、予算を見積ること。特に、消費税率の変更に伴い基準等が

変更となる場合も想定されるため、この点には十分留意すること。また、対

象者数の推移などの資料を作成し、提出すること。 

   ② 国府制度等に基づき実施しているものは、国府の補助金等が廃止・削減等

された場合、原則、市単独での継続はしないものとしていること。 

   ③ 市単独での新規制度の創設又は制度拡大については、他の経費の削減等に

より財源捻出できることが予算見積りの前提であるため、経費削減資料も作

成・提出すること。 
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 （５）補助費等（報償金、役務費（保険料のみ）、負補交、補補賠、公課費等） 

   ① 報償費（報償金） 

    ア 謝礼金の単価は、その妥当性等を十分検討し予算を見積ること。 

    イ 本科目で委員会組織等を新設する場合、地方自治法等の規定に基づき、

非常勤特別職として整理すべきものか否かを、人事課と協議し、適切な科

目で予算を見積ること。 

    ウ 毎年度実施しているものは、前年度単価が上限であるが、単価変更を予

定している場合は、その変更理由を明確にしておくこと。なお、消費税率

の変更に伴う単価変更は認めないものであること。 

    エ 講師等への旅費（実費弁償分）についても、謝金として支出する必要が

あることから、本節で計上すること。 

 

   ② 役務費（保険料のみ） 

    ア 管財・収納課からの資料（別途連絡）により積算すること。なお、平成

２７年度中に新たに保険加入する必要のある施設等については、管財・収

納課と事前調整した額で予算積算すること。 

    イ 個別の保険加入は、慎重に検討し、総務課で加入している『総合賠償補

償保険』の対象となるものは、個別の保険加入は認めないこととしている

ので、総務課と内容を十分に確認すること。 

    ウ 視察やイベント時の傷害保険料は、原則、認めないものであること。 

 

   ③ 負担金、補助及び交付金 

    ア 負担金と補助金の区分が不明瞭なものが見受けられるため、その内容に

より適正な区分に整理すること。 

    イ 負担金 

     ・法令外負担金については、その必要性及び行政効果を再度検討し、真に

必要なもののみを計上すること。 

     ・負担金等の根拠は、団体事務局等にその積算を確認するなど、必ず負担

割合等を把握しておくこと。 

     ・過去から加入している協議会等であっても加入目的が不透明なもの、行

政効果の低いものは、積極的に脱退を検討すること。なお、脱退が困難

な場合については、負担金額の減額等の経費節減の要請等を積極的に行

うこと。 

    ウ 補助金及び交付金（補助金等） 

     ・「補助金等に関する基本方針」に基づく「個別補助金等見直し方針」に沿

って予算を積算すること。 

     ・平成２７年度のみの単年度補助金等を除き、補助要綱等を定め明確な基

準に基づき交付すること。なお、新規に要綱制定するもの又は既存要綱
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の改正を予定しているものは、その要綱（案）も併せて提出すること。 

     ・補助金等は、団体等が実施する事業等が一定の行政目的及び効果がある

ことから財政上の支援をするものであるが、原則としては、団体等の経費

での事業実施が本来であるため、過去から継続的に補助金交付している団

体等であっても、活動内容及び補助金等の充当使途を再精査し、一定の行

政目的・行政効果が低いと判断できる場合は、積極的に見直すこと。 

     ・補助金等は、「予算の範囲内で交付する」こととなっているため、補正予

算による増額は、原則、認めないこととしているため、慎重に予算を見

積ること。なお、予算の範囲内での執行及び交付決定の公平性を確保す

るため、募集期間を設けるなど、執行上の見直しも積極的に行うこと。 

    ・公共的団体への市所有マイクロバスの貸出しは禁止しているが、民間バ

ス等を借上げるための補助金増額はしないものであること。 

     ・消費税率の変更に伴う補助基準額、補助単価の増額は、原則、認めない

ことに留意すること。ただし、国府の制度変更によるものは除く。 

 

 （６）投資的経費（建設事業費） 

   ① 庁舎再配置、中学校施設への空調整備、内水処理対策などの建設事業を予

定しているとともに、地区要望事業にも一定配慮する必要があるため、他の

建設事業費は可能な限り圧縮するものであること。 

   ② 事業の必要性、緊急性及び行政効果を検討するとともに、将来の財政負担

も十分に研究するなど、厳選して予算を見積ること。 

   ③ 複数の工事、路線等がある場合、個別箇所毎の優先順位を歳出予算積算書

（様式 3）に明記すること。 

   ④ 依然として繰越事業が多いことから、現体制で、平成２７年度内に、完了

が確実な事業量（前年度繰越事業を含む）で、予算要求すること。職員配置

の増を前提（条件）とした予算要求は、認めないこと。 

   ⑤ 建設部への業務依頼を予定している事業を予算要求する場合は、必ず事前

協議しておくこと。 

   ⑥ 事業執行時に予算が不足するような積算は、厳に慎むこと。 

   ⑦ 事業が複数年に及ぶ場合は、年度毎の事業費及び総事業費が把握できる資

料（任意様式可）を作成し、提出すること。また、予算見積書提出期限後に、

必要に応じ「普通建設事業計画表」の作成を依頼することとしていること。 

   ⑧ 道路改良及び河川改修など路線毎に事業費を積算する必要のあるもので、

地区要望に基づくものは、地区から提出された図面等の写しを提出すること。 

   ⑨ 受益者分担金が必要となる事業を要求する場合は、実施地区に受益者分担

金納付の意思があるものに限り、予算を見積ること。 

   ⑩ 市債を財源とする事業は、事業所管課で市債の活用の有無を検討した上で、

必要に応じて財政課へも協議すること。 
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   ⑪ 国府の補助事業と市単独（費）事業が混在する場合は、歳出予算事業別積

算書（様式 3）に補助対象分と市単独事業分の区分を明記するなど、補助対象

事業費が確認できるようにしておくこと。 

   ⑫ 補助事業の共通の留意点 

    ア 国等の動向を把握し、確実な財源見通しのもとで予算を見積ること。 

    イ 原則、補助基本額で見積ること。（単費調整額は必要最小限とすること。） 

    ウ 補助金等が廃止又は縮減されたものについては、事業そのものの廃止又

は縮減を原則とすること。 

    エ 補助事業実施に伴う関連単独工事分については、その内容、必要性及び

積算内訳を明らかにすること。 

   ⑬ 単独事業の共通留意点 

    ア 緊急性、投資効果、施設の運営方法、維持管理の見通し等について十分

な検討を加え厳選した上で、予算を見積ること。 

    イ 用地取得及び家屋移転等を伴う事業については、地元等の同意が確実な

事業についてのみ、予算を見積ること。なお、用地取得のみでは、市債活

用ができないため、実施設計費等と合わせて予算計上すること。 

    ウ 適正な数量等（延長、規模等）を把握し、必要最小限の見積りとするこ

と。 

    

 （７）繰出金 

   ① 特別会計等については、「会計独立の原則」に則り、慎重な財政運営に努め

ること。 

② 消費税率の変更を理由とした、安易な一般会計からの繰出金の増額要望は、

厳に慎むこと。 

③ 一般会計からの繰出金については、原則、繰出基準の範囲内であるが、繰

出基準内外を明らかにした上で予算見積りすること。なお、「特別会計等繰出

金予算要求算出シート」も作成、提出もすること 

④ 一般会計からの繰出金は、特別会計等で適正な収入がなされていることを

前提としているため、一般会計の繰出基準に該当するからといって、安易に

事業拡大等をすることのないようにすること。 

   ⑤ 事業系の特別会計については、今後５年間程度の一般会計の繰出金の動向

が確認できる資料（任意様式）を作成しておくこと。この場合においても、

繰出基準内外が確認できるようにしておくこと。 
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《６》債務負担行為・継続費に関する事項 

 

（１）債務負担行為に関する事項 

     債務負担行為は、後年度における財政負担を義務付けるものであるととも

に、財政健全化指標である『実質公債費比率』及び『将来負担比率』に影響

するものもあるため、その設定は慎重に行うこと。また、対象事業及び限度

額について十分精査し、真に必要なものに限り設定すること。 

     なお、債務負担行為を設定しようとする場合は、事前に財政課へ連絡する

こと。 

 

（２）継続費に関する事項 

     継続費とは、複数年度にわたって執行しなければ、その目的が達成されな

い建設事業について、予め期間、事業費総額及び年度毎の支出予定額を定め、

これにより複数年度にわたって支出する経費のことをいうものである。 

     従って、複数年度分を一括契約しようとする建設事業は、「継続費」で予算

計上することとしているため、より厳格な計画により事業費を精査する必要

があることに留意し、設定が必要な場合は、事前に財政課へ連絡すること。 

 なお、原則、普通建設事業の「債務負担行為」設定は行わないものとして

いる。 

 

   ※継続費と債務負担行為は、「会計年度独立の原則」の例外として位置付けられ、

複数年度での契約行為を可能とすることでは同様であると考えられるが、そ

の大きな相違点は下記のとおりである。 

 

事  項 債務負担行為 継 続 費 

抜本的な相違

点 

将来の債務を負担する行為 将来の支出を約束するもの 

期間の設定 次年度以降分を期間設定（期

間の制限はなし） 

当該年度を含め全期間の設定

が必要（概ね５年以内） 

総事業費 (限

度額)の設定 

次年度以降分の総額又は数値

計上が困難な場合は文字での

設定も可能 

数値計上 

年次割事業費 表記しない 表記する必要あり 
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《７》特別会計及び公営企業会計に関する事項 

 

特別会計等の財政健全化のため、本要領等の関連事項及びその趣旨は、特別会

計及び企業会計の予算編成においても可能な限り反映すること。 

   また、特に次の点に留意すること。 

   ① 特別会計は、原則、“独立採算制”の堅持に努めるとともに、一般会計に準

じ管理的経費の増嵩を避け、各会計の設置目的に沿って年間所要額を見積る

こと。また、一般会計からの繰出しに頼った事務経費については、徹底的な

抑制を図るとともに、新規の事務事業は、厳に慎むこと。 

   ② 国民健康保険事業特別会計等については、府等からの情報が未確定なため

予算積算が困難な場合は、暫定数値により代用し、予算積算すること。 

   ③ 介護保険事業特別会計については、第６次高齢者保健福祉計画との整合性

にも留意すること。 

   ④ 特別会計については、歳入歳出予算を均衡させた状態の予算見積書を作成

し、提出すること。 

   ⑤ 企業会計については、一般会計との経費負担区分の明確化を図るとともに、

業務運営の合理化・能率化に徹し、長期的見通しに立って企業としての独立

採算制、経営の健全化を基本とした予算見積りに努めること。 

   ⑥ 上下水道及び病院事業等において、収入において消費税を課税しているも

のは、消費税率が変更となることにより、原則、転嫁する必要があることに

留意すること。なお、消費税を転嫁しないとした場合、当該会計の収入減と

なるが、一般会計にその補てんを求めないこと。 

 

 

《８》その他の事務的事項 

 

（１）事業別予算説明書 

     予算の説明資料として「事業別予算説明書」を作成することとしているが、

その様式等の詳細については、後日、財政課より連絡するものであること。 

 

（２）財務会計への予算要求入力について 

     紙ベースでの「予算見積書等」（様式 1～3）を作成するとともに、原課で財

務会計システムへの予算要求額を入力するという並行方式とする。なお、財

務会計システム設定の都合上、システムへの予算入力は１０月１４日（火）

以降とすること。 

     また、財源充当入力については、財政課で行うため、原課では歳入予算見

積書に歳出充当先及び充当金額を必ず明記しておくこと。 
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  （３）予算見積書の提出等について 

① 予算編成等の日程（予定）は、別記「予算編成スケジュール」のとおり。 

    ② 財務入力・提出期限 平成２６年１０月３１日（金） 厳守 

               様式 1～3 は、紙ベースで３部提出 

                  ※業者見積り等の資料は１部のみ提出 

               他の様式は、電子データで財政課部局担当者へ提出 

 

    ③ 提出書類（Ａ４版） 

     ア 一般会計歳出予算部局別要求ポイント（様式Ａ） 

     イ 歳出予算事務事業縮小・廃止等調書（様式Ｂ） 

     ウ 政策・事業等説明資料（様式Ｃ） 

     エ 歳入予算節別見積書（様式 1） 

     オ 歳出予算事業別見積書（様式 2） 

     カ 歳出予算事業別積算書（様式 3） 

     キ 施設の維持管理経費一覧表（様式 4） 

     ク 公用車経費一覧表（様式 5） 

     ケ 臨時職員等予算要求一覧表（様式 6） 

 

    ④ 予算ヒアリング日程 

     ア 財政課ヒアリングは、１１月中に実施する予定であるが、部局毎の詳

細日程は、後日連絡。 

     イ 理事者ヒアリングは、１１月下旬及び１２月下旬の２回実施する予定

としているが、部局毎の詳細日程は、後日連絡。 

 

    ⑤ 特別会計等 

       一般会計の編成日程に準じ、予算を編成すること。ただし、一般会計

と関連のあるものについては、一般会計の編成日程に合わせること。 

       また、特別会計等については、一般会計からの繰出金額がほぼ確定し、

予算案が調整できた段階で、特別会計所管課で理事者査定日程を確保し、

理事者へ予算内容の説明等を行うこと。 

 

    ⑥ その他 

     ア 各様式については、今回指定した様式を用いること。 

       ※様式を変更しているものもあるため、昨年度までの様式は使用しな

いこと。 

イ 予算見積り要領等を変更する場合は、随時、連絡する予定としているこ

ろ。 
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⑦ 財政課部局担当者等 

      予算編成に係る財政課の部局担当者は以下のとおりのため、質疑等があ

る場合は、直接各担当者へ問い合わせること。 

志水 丈浩(1161)  

総括（全般） 

三浦 大作(1165)  

    秘書広報広聴課、商工観光部、建設部 

平 勝行 (1162)  

    企画総務部、健康長寿福祉部 

清水 和則(1166)  

    教育委員会事務局、会計課、監査委員事務局、農業委員会事務局 

永美 崇志(1163)  

    財務部、市民部、医療部、上下水道部 

山添 力也(1164)  

議会事務局、農林水産環境部、消防本部 

 



■平成２７年度京丹後市一般会計予算編成スケジュール（予定）

（H26.9.26現在）

項目 日程（予定） 財政課 各部局 理事者

H27　予算編成方針等の通知   〔ＨＰ〕 2014/09/26 ○ ○ ○

H27　当初予算編成会議 2014/10/03 ○ ○

H27　予算見積書提出 2014/10/31 ○

H26　補正予算（12月）編成に係る通知　〔ＨＰ〕 H26.10　中旬 ○ ○ ○

H26　補正予算（12月）見積書提出 H26.11　上旬 ○

H26　補正予算（12月）財政課ヒアリング H26.11　上旬 ○ ○

H26　補正予算（12月）理事者査定 H26.11　中旬 ○ ○ ○

H27　予算財政課ヒアリング H26.11　上旬から中旬 ○ ○

H27　理事者ヒアリング（第1回） H26.11　下旬 ○ ○ ○

▼12月定例会（初日） H26.12　初旬

H26　決算見込額調　作成指示 H26.12　初旬 ○

▼12月定例会（一般質問） H26.12　中旬

H26　決算見込額調　提出期限 H26.12　中旬 ○

▼12月定例会（最終日） H26.12　下旬

H27　理事者ヒアリング（第2回） H26.12　下旬 ○ ○ ○

H27　予算財政課・財務部長査定〔ＨＰ〕 H27.1　上旬 ○

H26　補正予算（3月）編成に係る通知 H27.1　中旬 ○ ○

H27　予算理事者査定（１次）　〔ＨＰ〕 H27.1　中旬 ○ ○ ○

H27　地区要望事業の地元返却 H27.1　中旬 ○

H27　予算説明書作成指示 H27.1　中旬 ○

H27　予算説明書提出期限 H27.1　下旬 ○

H27　予算理事者査定（最終）　 H27.1下旬～2初旬 ○ ○ ○

H26　補正予算（3月）見積書提出 H27.2　初旬 ○

H26　補正予算（3月）財政課ヒアリング H27.2　上旬 ○ ○

H26　補正予算（3月）理事者査定 H27.2　中旬 ○ ○ ○

※Ｈ27当初予算書及び説明資料については、印刷業者の作業日数が２週間以上は必要なこと
から、遅くとも2月5日頃までに予算案の決定が必要！！
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別紙

　
(単位:円）

燃　料　費

食 糧 費

（注意）

　 　　区　　　　　　　　分 　単　位

〃

１本当たり

〃

１ﾘｯﾄﾙ

　軽  油

　ガソリン（ﾚｷﾞｭﾗｰ）

　混合ガソリン

　オイル

　ガソリン（ﾊｲｵｸ）

〃

185

〃

〃

175

400

1,400

平成２７年度　燃料費等予算単価表

　来客・会議用お茶代 一袋当たり

120

150

500

　弁  当（講師等）

　飲  物

1,000

130

１個当たり

　弁　当（ｲﾍﾞﾝﾄ等） １個当たり 600

　灯　油

単 価（税込み）

1.平成27年10月からの消費増税にかかわらず、この単価で積算すること。

2.燃料費予算単価は平成26年9月現在の京都府平均単価を参考とした見込数値。

　実勢価格が増減したとしても、原則、予算単価は変更しないものとする。

  単価契約により提供している施設等については、直近単価により見積もること。

　　※「単価×○○ﾘｯﾄﾙ」で実績に応じた現実的な数字で見積ること。

3.選挙時の食糧費は、別途協議のうえ決定するものとする。

　会議等における職員への弁当提供は、行わないものとする。

4.飲物代は、350mlのペットボトルを想定。また、外部からの出前は禁止する。

5.茶菓子の提供は一切行わないものとする。

6.お茶等の公費購入は、来客・会議用のもののみであること。

　　※日々の職員用のものは、公費外で調達すること。

7.食糧費予算単価については、上限額のため事業内容等により必要額で積算すること。

8.食糧費は必ず当初予算の範囲内で執行し、年度途中における補正要求並びに流用は

　一切認められないものであること。
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別紙

　 (単位:円）

単価
(H27.9.30まで)

単価
(H27.10.1から)

7,560円／回 7,700円／回

10,800円／回 11,000円／回

15,876円／回 16,170円／回

31,752円／回 32,340円／回

1,944円／時間 1,980円／時間

378円／時間 385円／時間

　 (単位:円）

単位
単価

(H27.9.30まで)
単価

(H27.10.1から)

１日当たり 9,520 9,696

１時間当たり 1,094 1,114

１日当たり 9,972 10,157

１時間当たり 1,194 1,216

１時間当たり 1,230 1,253

１日当たり 7,939 8,086

１日当たり 9,520 9,696

１時間当たり 1,033 1,052

１日当たり 9,721 9,901

１時間当たり 1,275 1,299

１時間当たり 1,094 1,114

１時間当たり 1,476 1,503

平成２７年度　運転委託業務単価表（税込）

業務従事時間

４時間以内

備考

１泊２日（基本36時間）

１２時間を超える場合
の時間当たり加算

８時間以内

１２時間以内

12時間以内の委託料に加算

早朝・深夜時間帯の
時間当たり加算

※H27.10.1からの単価は、様式集-
総務課の「運転委託業務単価表（H26.12.31まで）」を消費税10％に改めたもの。それぞれの期間
に対応した単価で予算を積算すること。

平成２７年度　人材派遣単価表（税込）

区分 備考

早朝5時以前、
深夜10時以降の場合

一般事務員

医療事務員

診療所作業員

作業員又は管理員

2か月以内の派遣期間
又は週30時間未満の
労働時間の場合

※H27.10.1からの単価は、様式集-
人事課の「単価表（H26）」を消費税10％に改めたもの。それぞれの期間に対応した単価で予算を
積算すること。

学校作業員

選挙事務
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京丹後市総合計画・基本計画の体系（予算編成用）

基本理念 基本計画 計画項目

Ⅰ ひと・もの・ことが行き交う ① 定住の促進

交流経済都市 ② 農林業の振興

（にぎわい創出プロジェクト構想） ③ 漁業・海業の振興

④ 商工業の振興

⑤ 観光の振興

⑥ 京丹後ブランドの販売戦略

Ⅱ 暮らしの中でいのちが輝く ① 自然環境の保全と創造

環境循環都市 ② 新しいエネルギーの導入と活用

（環境先進都市推進プロジェクト構想） ③ ごみ・廃棄物対策

④ 循環型社会の構築

Ⅲ 生きる喜びを共有できる ① 市民主体の健康づくりの推進

健やか安心都市 ② 医療保険制度の一層の充実

（安心ネットワーク形成プロジェクト構想） ③ 患者本位の医療体制の充実

④ 支えあい、助けあいの地域福祉の推進

⑤ 共に生きる障害者福祉の充実

⑥ 安心して暮らせる高齢者福祉の充実

Ⅳ 次代を担う若い力が活躍できる ① 子育ての支援

ひ
と
・
み
ず
・
み
ど
り

歴
史
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Ⅳ 次代を担う若い力が活躍できる ① 子育ての支援

生涯学習都市 ② 学校教育の充実

（学びのミュージアム推進プロジェクト構想） ③ 若者の育成

④ 社会教育・スポーツの充実

⑤ 歴史文化遺産の保全と活用

Ⅴ 共に築き、結び合う ① 地域コミュニティの強化

パートナーシップ都市 ② 協働と共創のまちづくりの推進

（パートナーシップ推進プロジェクト構想） ③ 人権の尊重

④ 男女共同参画の推進

⑤ 国際交流と地域間交流の推進

⑥ 文化芸術活動の振興

Ⅵ 災害に強く、快適で暮らしやすい ① 適正な土地利用の推進

うるおい安全都市 ② 道路ネットワークの整備

（快適･安全･交流都市形成プロジェクト構想） ③ 河川・海岸・港湾の整備

④ 住宅の供給と安心できる住環境の整備

⑤ 地域交通の確保

⑥ 上下水道の整備

⑦ 防犯・交通安全の推進

⑧ 消防・防災体制の強化

⑨ 地域情報化の推進

Ⅶ 計画推進のために ① 効率的な行財政運営の推進

歴
史
と
文
化
が
織
り
な
す
交
流
の
ま
ち

Ⅶ 計画推進のために ① 効率的な行財政運営の推進
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